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－別11－  ５　財政構造の弾力性

＜財政指標の状況＞

※１　経常収支比率及び実質公債費比率は加重平均である。財政力指数は単純平均である。

※２　経常収支比率及び財政力指数は特別区を除き、実質公債費比率は特別区を含む（以下の図表において同じ。）。

※３　経常経費充当一般財源とは、人件費、扶助費、公債費等の毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に充当された一般財源を指す。

※４　経常一般財源とは、地方税、普通交付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源を指す。

※５　実質公債費比率が18％以上の地方公共団体は、原則として、地方債の発行に総務大臣等の許可が必要である。

＜経常収支比率の段階別団体数の状況＞

＜実質公債費比率の段階別団体数の状況＞
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実質公債費比率経常収支比率区　　　分 財政力指数
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(1) 経常収支比率

・分子である経常経費充当一般財源の人件費の増等による増加率が、分母である経常一般財源の

地方消費税交付金等各種交付金の増等による増加率を上回ったため、前年度より0.3ポイント上昇し、

92.8％となった。

(2) 実質公債費比率

・前年度より0.5ポイント低下し、6.4％となった。

・実質公債費比率が18％以上の団体は、前年度より1団体増加し、13団体となった。

５ 財政構造の弾力性
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